
 

２０２６年８月２５日 

お客さま 各位 

株式会社秋田銀行 

 

当座勘定規定および関連諸規定の改正について 

 

 株式会社秋田銀行（頭取 芦田 晃輔）では、「手形・小切手の全面的な電子化」に向けた対応の

一環として、下記の規定を改正いたします。 

 本規定はすでに該当のお取引をいただいているお客さまにも適用されます。 

 

記 

１ 改正となる規定 

(1) 当座勘定規定（一般） 

 (2) 当座勘定規定（あきぎんホームチェック） 

 (3) 預金共通規定 

 (4) 普通預金規定 

 (5) 貯蓄預金規定 

 (6) 納税準備預金規定 

(7) 年金受取型積立定期預金規定  

 

２ 改正内容 

別記「新旧対照表」のとおり 
 
３ 改正日 

２０２６年９月１日（火） 

                         （以 上） 



（別記）「新旧対照表」 

 

当座勘定規定（一般用）                        （下線部分が改正箇所） 

改正後 現 行 

第１条（当座勘定契約の成立）  

当行は、預金者からこの規定の取引に係る、

当行所定の申込書の提出を受け、これを承諾し

たときは、当該取引に係る契約が成立したもの

とします。 （2024 年 10 月 1日以降、新規口

座開設停止） 

 

第１条の２（当座勘定への受入れ） 

 (1) 当座勘定には、現金のほか、手形、小切手、

利札、郵便為替証書、配当金領収書その他の

証券で直ちに取立てのできるもの（以下、「証

券類」という。）も受入れます。ただし、2026

年 10 月 1日以降、他行を支払地とする手形・

小切手は受入れできません。また、当行を支

払地とする手形・小切手につきましても、振

出日が 2026 年 10月 1 日以降のものや、振出

日未記入のものは受入れできません。 

 

(2)～(4) 省略 

 

第７条（手形、小切手の支払い等） 

(1) 小切手が支払のために呈示された場合、ま

たは手形が呈示期間内に支払のため呈示さ

れた場合には、当座勘定から支払います。た

だし、振出日が2026年 10月 1日以降のもの、

または振出日の記載がないものに関しては、

当行の判断により支払いを拒絶できるもの

とします。 

 

(2) 省略 

 

(3) 当座勘定の払戻しの場合には、小切手また

は当行所定の払戻請求書を使用してくださ

い。なお、小切手を使用される場合は、2026

年 9月 30 日までに振出されたものに限りま

す。 

 

(4) 省略 

 

第８条（手形、小切手用紙） 

 (1) 当行を支払人とする小切手または当店を

支払場所とする約束手形を振出す場合には、

当行が交付した用紙を使用してください。た

だし、振出日は必ず記載のうえ、2026 年 9

月 30 日までに振出してください。 

 

第１条（当座勘定契約の成立）  

当行は、預金者からこの規定の取引に係る、

当行所定の申込書の提出を受け、これを承諾

したときは、当該取引に係る契約が成立した

ものとします。 

 

 

第１条の２（当座勘定への受入れ） 

 (1) 当座勘定には、現金のほか、手形、小切

手、利札、郵便為替証書、配当金領収書そ

の他の証券で直ちに取立てのできるもの

（以下、「証券類」という。）も受入れま

す。 

 

 

 

 

 

(2)～(4) 省略 

 

第７条（手形、小切手の支払い等） 

(1) 小切手が支払のために呈示された場合、

または手形が呈示期間内に支払のため呈示

された場合には、当座勘定から支払います。 

  

  

 

 

 

(2) 省略 

 

(3) 当座勘定の払戻しの場合には、小切手ま

たは当行所定の払戻請求書を使用してくだ

さい。 

 

 

 

(4) 省略 

 

第８条（手形、小切手用紙） 

 (1) 当行を支払人とする小切手または当店を

支払場所とする約束手形を振出す場合に

は、当行が交付した用紙を使用してくださ

い。 

 

（次葉へ続く） 



当座勘定規定（一般用）                         （下線部分が改正箇所） 

改正後 現 行 

 (2) 当店を支払場所とする為替手形を引受け

る場合には、預金業務を営む金融機関の交付

した手形用紙であること、かつ 2026 年 9 月

30 日までに振出された手形であることを確

認してください。 

 

 (3) 省略 

 

 (4) 削除 

 

 

 

第 12 条（手数料等の引落し） 

 (1) 当行が受取るべき貸付金利息、割引料、手

数料、保証料、立替費用、その他これに類す

る債権が生じた場合には、小切手や払戻請求

書によらず、当座勘定からその金額を引落す

ことができるものとします。 

 

 (2) 省略 

 

第 13 条（支払保証に代わる取扱い） 

小切手の支払保証はしません。（削除） 

 

 

第 17 条（振出日、受取人記載もれの手形、小切

手） 

 (1) 手形、小切手を振出しまたは為替手形を

引受ける場合には、手形要件、小切手要件を

（削除）記載してください。もし、小切手も

しくは確定日払の手形で振出日の記載のな

いものまたは手形で受取人の記載のないも

のが呈示されたときは、その都度連絡するこ

となく支払うことができるものとします。ま

た、振出日が2026年10月1日以降のものや、

振出日の記載がないものに関して、当行の判

断により支払いを拒絶できるものとします。 

 

 (2) 省略 

 

 (2) 当店を支払場所とする為替手形を引受け

る場合には、預金業務を営む金融機関の交付

した手形用紙であることを確認してくださ

い。 

 

 

 (3) 省略 

 

 (4) 手形用紙、小切手用紙または払戻請求書の

請求があった場合には、必要と認められる枚

数を実費で交付します。 

 

第 12 条（手数料等の引落し） 

 (1) 当行が受取るべき貸付金利息、割引料、手

数料、保証料、立替費用、その他これに類す

る債権が生じた場合には、小切手によらず、

当座勘定からその金額を引落すことができ

るものとします。 

 

 (2) 省略 

 

第 13 条（支払保証に代わる取扱い） 

小切手の支払保証はしません。ただし、その

請求があるときは、当行は自己宛小切手を交付

し、その金額を当座勘定から引落します。 

 

第 17 条（振出日、受取人記載もれの手形、小切

手） 

 (1) 手形、小切手を振出しまたは為替手形を引

受ける場合には、手形要件、小切手要件をで

きるかぎり記載してください。もし、小切手

もしくは確定日払の手形で振出日の記載の

ないものまたは手形で受取人の記載のない

ものが呈示されたときは、その都度連絡する

ことなく支払うことができるものとします。 

 

 

 
 (2) 省略 

 

（次葉へ続く） 

 



当座勘定規定（一般用）                        （下線部分が改正箇所） 

改正後 現 行 

第 18 条（線引小切手の取扱い） 

 (1) 線引小切手が呈示された場合、その裏面

に届出印の押なつがあるときは、その持参人

に支払うことができるものとします。なお、

振出日が 2026 年 10月 1日以降のものや、振

出日の記載がないものに関して、当行の判断

により支払いを拒絶できるものとします。 

 

  (2) 省略 

 

【小切手用法 】 

２ 小切手の振出しにあたっては、当座勘定の

残高を確認してください。なお、先日付の小

切手でも呈示をうければ支払うことになり

ますからご承知おきください。ただし、振出

日が 2026 年 10 月 1日以降のものや、振出日

の記載がないものに関しては、当行の判断に

より支払いを拒絶できるものとします。 

 

３～７ 省略 

 

８ 削除 

 

【約束手形用法 】 

３ 振出日、受取人の記載は、手形要件となっ

ておりますので、ご記入ください。なお、振

出日が 2026 年 10月 1 日以降のもの、または

支払期日が 2027 年 4 月 1日以降のものに関

しては、当座勘定からお支払いできません。 

 

４～７ 省略 

 

８ 削除 

 

【為替手形用法 】 

４ 振出日、支払人、受取人の記載は手形要件

となっておりますので、ご記入ください。なお、

振出日が 2026 年 10月 1日以降のもの、または

支払期日が 2027 年 4 月 1日以降のものに関し

ては、当座勘定からお支払いできません。 

 

５～９ 省略 

 

10 削除 

 

第 18 条（線引小切手の取扱い） 

 (1) 線引小切手が呈示された場合、その裏面に

届出印の押なつがあるときは、その持参人に

支払うことができるものとします。 

 

 
 

 (2) 省略 

 
【小切手用法 】 

２ 小切手の振出しにあたっては、当座勘定の

残高を確認してください。なお、先日付の小

切手でも呈示をうければ支払うことになりま

すからご承知おきください。 

 
 

 

 

３～７ 省略 

 

８ 小切手用紙は、当行所定の受取書に記名な

つ印（届出印）のうえ請求してください。 

 
【約束手形用法 】 

３ 振出日、受取人の記載は、手形要件となっ

ておりますから、できるだけ記入してくださ

い。 

 

 

 

４～７ 省略 

 

８ 手形用紙は、当行所定の受取書に記名なつ

印（届出印）のうえ請求してください。 

 

【為替手形用法 】 

４ 振出日、支払人、受取人の記載は手形要件

となっておりますから、できるだけ記入してく

ださい。 

 

 

５～９ 省略 

 

10 手形用紙は、当行所定の受取書に記名なつ印

（届出印）のうえ請求してください。 

 



当座勘定規定（あきぎんホームチェック）                （下線部分が改正箇所） 

改正後 現 行 

第１条（当座勘定契約の成立）  

当行は、預金者からこの規定の取引に係る、

当行所定の申込書の提出を受け、これを承諾し

たときは、当該取引に係る契約が成立したもの

とします。 （2024 年 10 月 1日以降、新規口

座開設停止） 

 

第１条の２（当座勘定への受入れ） 

 (1) 当座勘定には、現金のほか、手形、小切手、

利札、郵便為替証書、配当金領収書その他の

証券で直ちに取立てのできるもの（以下、「証

券類」という。）も受入れます。ただし、2026

年 10 月 1日以降、他行を支払地とする手形・

小切手は受入れできません。また、当行を支

払地とする手形・小切手につきましても、振

出日が 2026 年 10月 1 日以降のものや、振出

日未記入のものは受入れできません。 

 

(2)～(4) 省略 

 

第３条（本人振込み） 

(3) この当座勘定が法令や公序良俗に反する

取引やマネー・ローンダリング、テロ資金供

与、もしくは経済制裁関係法令等に抵触する

取引に利用され、またはそのおそれがあると

当行が認めた場合には、振込金を受入れしな

い場合があります。これらにより生じた損害

については、当行は責任を負いません。 

 

第７条（小切手、手形の支払い等） 

(1) 小切手が支払のために呈示された場合、ま

たは手形が呈示期間内に支払のため呈示さ

れた場合には、当座勘定から支払います。な

お、届出の代理人が自己名義で振出した小切

手、約束手形または引受けた為替手形につい

ても、この当座勘定から支払います。 

ただし、振出日が 2026 年 10 月 1 日以降の

もの、または振出日の記載がないものに関し

ては、当行の判断により支払いを拒絶できる

ものとします。 

 

(2)～(3) 省略 

 

(4) 当座勘定の払戻しの場合には、本人または

代理人が自己の名義で振出した小切手また

は当行所定の払戻請求書を使用してくださ

い。なお、小切手を使用される場合は、2026

年 9月 30 日までに振出されたものに限りま

す。 

 

第１条（当座勘定契約の成立）  

当行は、預金者からこの規定の取引に係る、

当行所定の申込書の提出を受け、これを承諾

したときは、当該取引に係る契約が成立した

ものとします。 

 

 

第１条の２（当座勘定への受入れ） 

 (1) 当座勘定には、現金のほか、手形、小切

手、利札、郵便為替証書、配当金領収書そ

の他の証券で直ちに取立てのできるもの

（以下、「証券類」という。）も受入れま

す。 

 

 

 

 

 

(2)～(4) 省略 

 

第３条（本人振込み） 

（3）を追加 

 

 

 

 

 

 

 

第７条（小切手、手形の支払い） 

(1) 小切手が支払のために呈示された場合、

または手形が呈示期間内に支払のため呈示

された場合には、当座勘定から支払います。

なお、届出の代理人が自己名義で振出した

小切手、約束手形または引受けた為替手形

についても、この当座勘定から支払います。 

 

 

 

 

 

(2)～(3) 省略 

 

(4) 当座勘定の払戻しの場合には、本人また

は代理人が自己の名義で振出した小切手を

使用してください。 

 

（次葉へ続く） 



当座勘定規定（あきぎんホームチェック）                （下線部分が改正箇所） 

改正後 現 行 

 (5) 前項の払戻しに払戻請求書を使用する場

合には、当行所定の本人確認書類の提示等を

求めることがあります。求められる本人確認

書類の提示等がない場合には、取引を行うこ

とができません。 

 

第８条（小切手、手形用紙） 

 (1) 当行を支払人とする小切手を振出す場合

には、当行が交付した用紙を使用してくだ

さい。なお、当店を支払場所とする約束手

形を振出す場合も同様とします。ただし、

振出日は必ず記載のうえ、2026 年 9月 30 日

までに振出してください。 

 

 (2) 当店を支払場所とする為替手形を引受け

る場合には、預金業務を営む金融機関の交付

した手形用紙であること、かつ 2026 年 9 月

30 日までに振出された手形であることを確

認してください。 

 

 (3)～(4) 省略 

 

 (5) 削除 

 

 

 

(5) 当座勘定から支払をした小切手または手

形の用紙はその支払日から３か月を超過し

た場合は返却を求めることができないもの

とします。  

 

(6) 前項の期間を経過した場合において、本人

から請求があったときは、当行所定の手続き

によって当該小切手または手形の写しを交

付します。ただし、当行が定める写しの保管

期限を経過した場合は、その限りではありま

せん。 

 

 

第 12 条（手数料等の引落し） 

 (1) 当行が受取るべき貸付金利息、割引料、手

数料、保証料、立替費用、その他これに類す

る債権が生じた場合には、小切手や払戻請求

書によらず、当座勘定からその金額を引落す

ことができるものとします。 

  

(2) 省略 

 

(5)を追加 

 

 

 

 

 

第８条（小切手、手形用紙） 

 (1)  当行を支払人とする小切手を振出す場合

には、当行が交付した用紙を使用してくださ

い。なお、当店を支払場所とする約束手形を

振出す場合も同様とします。 

 

 

 (2) 当店を支払場所とする為替手形を引受け

る場合には、預金業務を営む金融機関の交付

した手形用紙であることを確認してくださ

い。 

 

 

 (3)～(4) 省略 

 

 (5) 小切手用紙、手形用紙の請求があった場合

には、必要と認められる枚数を実費で交付し

ます。 

 

(6) 当座勘定から支払をした小切手または手

形の用紙はその支払日から３か月を超過し

た場合は返却を求めることができないもの

とします。 

 

 (7) 前項の期間を経過した場合において、本人

から請求があったときは、当行所定の手続き

によって当該小切手または手形の写しを交

付します。ただし、当行が定める写しの保管

期限を経過した場合は、その限りではありま

せん。 

 

第 12 条（手数料等の引落し） 

 (1) 当行が受取るべき貸付金利息、割引料、手

数料、保証料、立替費用、その他これに類す

る債権が生じた場合には、小切手によらず、

当座勘定からその金額を引落すことができ

るものとします。 

 

 (2) 省略 

 

（次葉へ続く） 



当座勘定規定（あきぎんホームチェック）                （下線部分が改正箇所） 

改正後 現 行 

第 13 条（支払保証に代わる取扱い） 

小切手の支払保証はしません。（削除） 

 

 

 

第 14 条（署名鑑の届出） 

 (1) 小切手、手形、払戻請求書および諸届け書

類は、必ず自署によることとし、その署名鑑

は当行所定の用紙を用い、あらかじめ当店に

届出てください。 

 

 (2) 省略 

 

第 16 条（署名鑑照合等） 

 (1) 小切手、手形、払戻請求書または諸届け書

類に記載された署名（電磁的記録により当行

に画像として送信されるものを含みます。）

を、届出の署名鑑と相当の注意をもって照合

し、相違ないものと認めて取扱いましたうえ

は、その小切手、手形、払戻請求書、諸届け

書類につき、偽造、変造その他の事故があっ

ても、そのために生じた損害については、当

行は責任を負いません。 

 

 (2) 小切手、手形、払戻請求書として使用され

た用紙（電磁的記録により当行に画像として

送信されるものを含みます。）を、相当の注

意をもって第８条の交付用紙であると認め

て取扱いましたうえは、その用紙につき模

造、変造、流用があっても、そのために生じ

た損害については、前項と同様とします。 

 

第 13 条（支払保証に代わる取扱い） 

小切手の支払保証はしません。ただし、その

請求がある時は、当行は自己宛小切手を交付

し、その金額を当座勘定から引落します。 

 

第 14 条（署名鑑の届出） 

 (1) 小切手、手形および諸届け書類は、必ず自

署によることとし、その署名鑑は当行所定の

用紙を用い、あらかじめ当店に届出てくださ

い。 

 

 (2) 省略 

 

第 16 条（署名鑑照合等） 

 (1) 小切手、手形または諸届け書類に記載され

た署名（電磁的記録により当行に画像として

送信されるものを含みます。）を、届出の署

名鑑と相当の注意をもって照合し、相違ない

ものと認めて取扱いましたうえは、その小切

手、手形、諸届け書類につき、偽造、変造そ

の他の事故があっても、そのために生じた損

害については、当行は責任を負いません。 

 

 

 (2) 小切手、手形として使用された用紙（電磁

的記録により当行に画像として送信される

ものを含みます。）を、相当の注意をもって

第８条の交付用紙であると認めて取扱いま

したうえは、その用紙につき模造、変造、流

用があっても、そのために生じた損害につい

ては、前項と同様とします。 

（次葉へ続く） 

 



当座勘定規定（あきぎんホームチェック）                （下線部分が改正箇所） 

改正後 現 行 

第 17 条（振出日、受取人記載もれの小切手、手

形） 

 (1)  小切手、手形を振出しまたは為替手形を

引受ける場合には、小切手要件、手形要件を

（削除）記載してください。もし、小切手も

しくは確定日払の手形で振出日の記載のな

いものまたは手形で受取人の記載のないも

のが呈示されたときは、その都度連絡するこ

となく支払うことができるものとします。ま

た、振出日が2026年 10月1日以降のものや、

振出日の記載がないものに関して、当行の判

断により支払いを拒絶できるものとします。 

 

 (2) 省略 

 
第 18 条（線引小切手の取扱い） 

 (1) 線引小切手が呈示された場合、その裏面

に振出名義人の署名があるときは、その持

参人に支払うことができるものとします。

なお、振出日が 2026 年 10 月 1日以降のも

のや、振出日の記載がないものに関して、

当行の判断により支払いを拒絶できるもの

とします。 

  

(2) 省略 

 

第 23 条の 2（取引の制限） 

 (1) 当行は、預金者の情報および具体的な取引

の内容等を適切に把握するため、提出期限を

指定して各種確認や資料の提出等を求める

ことがあります。預金者から正当な理由なく

指定した期日までに回答いただけない場合

には、入金、振込、払戻し等の本規定に基づ

く取引の全部または一部を制限する場合が

あります。 

 

 (2) 1 年以上利用のない預金口座は、入金、振

込、払戻し等の預金取引の全部または一部を

制限する場合があります。 

 

 (3) 日本国籍を保有せずに本邦に居住してい

る預金者は、在留資格および在留期間その他

の必要な事項を当行に届出てください。この

場合において、届出のあった在留期間が経過

したときは、当行は、入金、振込、払戻し等

の本規定に基づく取引の全部または一部を

制限することがあります。 

 

第 17 条（振出日、受取人記載もれの小切手、手

形） 

 (1)  小切手、手形を振出しまたは為替手形を

引受ける場合には、小切手要件、手形要件を

できるかぎり記載してください。もし、小切

手もしくは確定日払の手形で振出日の記載

のないものまたは手形で受取人の記載のな

いものが呈示されたときは、その都度連絡す

ることなく支払うことができるものとしま

す。 

 

 

 

 (2) 省略 

 
第 18 条（線引小切手の取扱い） 

 (1) 線引小切手が呈示された場合、その裏面

に振出名義人の署名があるときは、その持参

人に支払うことができるものとします。 

 

 

 

 
 

 (2) 省略 

 

第 23 条の 2（取引の制限） 

（新設） 

（次葉へ続く） 



当座勘定規定（あきぎんホームチェック）                 （下線部分が改正箇所） 

改正後 現 行 

(4) 第1項の各種確認や資料の提出の求めに対

する預金者の回答、具体的な取引の内容、預

金者の説明内容およびその他の事情を考慮

して、当行がマネー・ローンダリング、テロ

資金供与、もしくは経済制裁関係法令等への

抵触のおそれがあると判断した場合には、入

金、振込、払戻し等の本規定に基づく取引の

全部または一部を制限する場合があります。 

 

 (5) 前四項に定めるいずれの取引等の制限に

ついても、預金者からの説明等にもとづき、

マネー・ローンダリング、テロ資金供与、ま

たは経済制裁関係法令等への抵触のおそれ

が合理的に解消されたと当行が認める場合、

当行は前四項に基づく取引等の制限を解除

します。 

 

第 24 条（解約等） 

 (1) この取引は、当事者の一方の都合でいつで

も解約することができます。ただし、当行に

対する解約の通知は、書面によるものとしま

す。 
 

 

 (2) 前項のほか、次の各号の一にでも該当した

場合には、当行はこの預金取引を停止し、ま

たは預金者に通知することによりこの預金

口座を解約することができるものとします。

なお、本条に基づき通知により解約する場

合、到達のいかんにかかわらず、当行が解約

の通知を届出のあった氏名、住所にあてて発

信した時に解約されたものとします。 

① この預金の名義人が存在しないことが

明らかになった場合または預金の名義人

の意思によらずに開設されたことが明ら

かになった場合 

② この預金の預金者が預金共通規定第９

条第１項に違反した場合 

③ この預金が法令や公序良俗に反する行

為に利用され、またはそのおそれがあると

認められる場合 

④ 前条第１項から第４項までに定める取

引等の制限が１年以上に渡って解除され

ない場合 

⑤ 法令で定める本人確認等における確認

事項、および前条第 1 項または第３項で

定める当行からの通知等による各種確認

や提出された資料が偽りである場合 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 24 条（解約） 

 (1) この取引は、本人の都合でいつでも解約

することができます。ただし、当行に対す

る解約の通知は本人の署名した書面による

ものとします。 

 

 (2) 当行は、長期間にわたりこの当座勘定の

受払がない場合、または支払資金預入れの再

三にわたる遅延、支払の停止その他相互の信

頼関係が失われた場合には、いつでもこの取

引を解約することができます。 

（次葉へ続く） 



当座勘定規定（あきぎんホームチェック）                （下線部分が改正箇所） 

改正後 現 行 

⑥ この預金がマネー・ローンダリング、テ

ロ資金供与、経済制裁関係法令等に抵触す

る取引に利用され、またはそのおそれがあ

ると合理的に認められる場合 

⑦ ①～⑥の疑いがあるにもかかわらず、正

当な理由なく当行からの確認の要請に応

じない場合 

 

(3)～(5) 省略 

 

【小切手用法 】 

２ 小切手の振出しにあたっては、当座勘定の

残高を確認してください。なお、先日付の小

切手でも呈示をうければ支払うことになり

ますからご承知おきください。ただし、振出

日が 2026 年 10 月 1日以降のものや、振出日

の記載がないものに関しては、当行の判断に

より支払いを拒絶できるものとします。 

 

３～８ 省略 

 

９ 削除 

 

 

【約束手形用法 】 

３ 振出日、受取人の記載は、手形要件となっ

ておりますので、ご記入ください。なお、振

出日が 2026 年 10月 1 日以降のもの、または

支払期日が 2027 年 4 月 1日以降のものに関

しては、当座勘定からお支払いできません。 

 

４～７ 省略 

 
８ 削除 

 

 
８ 自署による取引の場合は、記名なつ印にか

え、自署してください。ただし、記載事項の

訂正には姓だけを自署してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)～(5) 省略 

 

【小切手用法 】 

２ 小切手の振出しにあたっては、当座勘定の

残高を確認してください。なお、先日付の小

切手でも呈示をうければ支払うことになり

ますからご承知おきください。 

 

 

 

 

３～８ 省略 

 

９ 小切手用紙は、当行所定の受取書に自署の

うえ請求してください。 

 
【約束手形用法 】 

３ 振出日、受取人の記載は、手形要件となっ

ておりますから、できるだけ記入してくださ

い。 

 

 

 

４～７ 省略 

 

８ 手形用紙は、当行所定の受取書に自署のう

え請求してください。 

 

９ 自署による取引の場合は、記名なつ印にか

え、自署してください。ただし、記載事項の

訂正には姓だけを自署してください。 

 

 



預金共通規定                                           （下線部分が改正箇所） 

改正後 現 行 

１ 証券類の受入れ 

 (1) 小切手その他の証券類を受け入れたとき

は、その証券類が決済された日を預入日とし

ます。ただし、2026 年 10月 1 日以降、他行

を支払地とする手形・小切手は受入れできま

せん。 

 

１ 証券類の受入れ 

 (1) 小切手その他の証券類を受け入れたとき

は、その証券類が決済された日を預入日とし

ます。 

 

普通預金規定および貯蓄預金規定                     （下線部分が改正箇所） 

改正後 現 行 

２ 証券類の受入れ 

 (1) この預金口座には、現金のほか、手形、小

切手、配当金領収証その他の証券で直ちに取

立のできるもの（以下「証券類」という。）

を受入れます。ただし、2026 年 10 月 1日以

降、他行を支払地とする手形・小切手は受入

れできません。 

 

２ 証券類の受入れ 

 (1) この預金口座には、現金のほか、手形、小

切手、配当金領収証その他の証券で直ちに取

立のできるもの（以下「証券類」という。）

を受入れます。 

 

納税準備預金規定                                   （下線部分が改正箇所） 

改正後 現 行 

２ 証券類の受入れ 

 (1) この預金口座には、現金のほか、手形、小

切手、配当金領収証その他の証券で直ちに取

立のできるもの（以下「証券類」という。）

を受入れます。ただし、2026 年 10 月 1日以

降、他行を支払地とする手形・小切手は受入

れできません。 

 

(2)～(5) 省略 

 

５ 預金の払戻し 

(3) 租税納付のためにこの預金を払戻すとき

は、同時に納付書、納税告知書、その他租税

納付に必要な書類を提出してください。この

場合、取扱店は直ちに租税納付の手続をしま

す。（削除） 

２ 証券類の受入れ 

 (1) この預金口座には、現金のほか、手形、小

切手、配当金領収証その他の証券で直ちに取

立のできるもの（以下「証券類」という。）

を受入れます。 

 

 

 

(2)～(5) 省略 

 

５ 預金の払戻し 

(3) 租税納付のためにこの預金を払戻すとき

は、同時に納付書、納税告知書、その他租税

納付に必要な書類を提出してください。この

場合、取扱店は直ちに租税納付の手続をしま

す。ただし、取扱店で取扱うことのできない

租税については納付先宛の銀行振出小切手

を渡しますので、それにより納付してくださ

い。 

 

 



 

年金受取型積立定期預金規定                        （下線部分が改正箇所） 

改正後 現 行 

１の２ 預金の預入れ等 

 (2) この預金は、口座振替のほか現金、小切手

その他の証券類により、当行本支店のどこの

店舗でも１回あたり１円以上 1,000 万円未

満（１円単位）で預入れることができます。

ただし、2026 年 10 月 1日以降、他行を支払

地とする手形・小切手は受入れできません。 

 

１の２ 預金の預入れ等 

 (2) この預金は、口座振替のほか現金、小切手

その他の証券類により、当行本支店のどこの

店舗でも１回あたり１円以上1,000 万円未

満（１円単位）で預入れることができます。 

                                        （以 上） 

 


